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第２章 京丹後市の現状と課題・今後の展望 
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基本目標Ⅰ 安心して生活ができるまち 

■これまでの取組状況 

子育て・教育体制については、母子健康手帳や予防接種、保育所・こども園の入所申込書

等について、外国語版の申込書を作成し配布しています。また、保育所・こども園において

は通訳として専門職員の配置をしています。また、小中学校では教員の英語教育推進教員養

成研修への参加や、日本語指導が必要な児童に対するスクールサポーターの配置を行ってお

り、外国人を含めたすべての人が住みやすいまちづくりを進めています。 

就労環境整備等については、生活維持のための貸付支援として外国籍の方に対する情報提

供を行うとともに、オンラインを活用した企業説明会も実施しているところです。 

健康分野については、従来から継続して市立病院の窓口に英語の問診票を設置しているほ

か、17 か国語に対応した電話医療通訳サービスやポケトークを利用し外国人患者への備えと

対応を行ってきています。また、総合検診の案内やゴミ分別カレンダー、鉄道及びバスの乗

り方、救急車利用ガイドなどの英訳版を配布し情報提供を行うとともに、ゴミの出し方等に

ついて市職員を講師とした出前講座を開催することにより、ゴミ出しのルールをはじめとす

る生活習慣への理解促進を進めています。 

災害への備えとしては、国際交流協会と連携し、災害時には災害時多言語情報センターか

ら情報を発信することができる体制を引き続き整えています。また、外国人市民を対象とし

た防災教室を開催し、避難場所や備蓄品について周知しています。さらに、警察との協働に

より外国人への運転技術講習会を実施し交通安全への意識啓発も進めています。 

■課題 

総合検診の案内チラシを英語で作成する等、各種案内の多言語化に努めてはいるものの、

問い合わせがなく活用実績がないものもあります。119 番通報に対する多言語対応について

も導入しているものの、受信実績はなく、多言語化への体制整備に加え、周知についても引

き続き取組を進める必要があります。 

 

基本目標Ⅱ 言葉の壁を乗り越えるまち 

■これまでの取組状況 

日本語教育については、国際交流協会により受講者のレベルや状況に応じた個別の日本語

教室が開催されているとともに、米軍関係者を対象とした日本語教室も開催し日本語学習の

機会を提供しています。 

日本語ボランティアについては、国際交流協会により日本語ボランティアのスキルアップ

研修の実施をはじめ、他団体との連携や情報共有といった取組を継続して行っています。 

多言語での情報提供については、市公式ホームページに自動翻訳サービスを導入し９言語

（スペイン語・タイ語・タガログ語・ベトナム語・ポルトガル語・ミャンマー語・英語・韓

国語・中国語）での情報発信を行っています。また、以前から市役所や市内に設置している

英語の案内看板の維持管理等を行っています。その他にも、国際交流協会による外国語講座

（英語、韓国語、中国語）を実施するとともに、ケーブルテレビでも放映するなど、多言語

での情報提供を進めています。 

■課題 

 事業者からの要望があれば語学講座開設の支援をする体制を取っているものの、近年相談

Ⅰ 第２次京丹後市多文化共生推進プランの評価 
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実績がありません。その一方で、事業所から日本語教室についての問い合わせが年間を通じ

てあるため、日本語教室を実施していることの事業所への声掛けや周知についての取組を引

き続き継続する必要があります。また、全国的に外国人市民の多国籍化が進む中で、英語や

中国語だけでは多言語対応が十分であるとは言えず、引き続き言葉の問題に対応するため通

訳・翻訳システムの周知・活用を進める必要があります。 

 

基本目標Ⅲ フレンドシップを育むまち 

■これまでの取組状況 

多文化共生への意識啓発については、小中学校においての外国語活動、外国語科目、国際

理解教育を実施するとともに、教職員に対しても研修等を行うことで専門性や能力を高めて

います。また、連合婦人会や保護司会、PTA など 29 団体で構成される人権啓発推進団体が実

施する人権啓発事業に対して支援を行うなど、自治会や市民団体に対して意識啓発と理解促

進を進めています。 

多文化共生に関わる人材育成については、「やさしい日本語」研修会を実施することにより、

外国人だけでなく、子ども、高齢者、障がい者にとっても分かりやすい「やさしい日本語」

の活用を推進しており、多文化共生に対して理解の深い人材の育成に努めています。 

外国人市民の社会参画については、市ホームページで地域のイベント情報を英語で発信し

たり、市広報紙を活用して国際交流の取組や外国人市民の活躍の様子等を紹介するコーナー

を掲載することで地域活動への参加促進を進めています。 

■課題 

「やさしい日本語」研修会の実施など普及促進を行っているところですが、市役所内でも

まだまだ浸透していない状況があります。また、多国籍化により働き方や暮らし方も今後ま

すます多様になっていくことが見込まれるため、「新たな地域コミュニティ」の視点を取り入

れながら、外国人市民と日本人市民との橋渡し役となるような人材の把握・育成による多文

化共生を進めていく必要があります。 

 

基本目標Ⅳ 国際色豊かでにぎわうまち 

■これまでの取組状況 

市の魅力発信については、観光公社による外国語版（英語・中国語・韓国語）の観光パン

フレットの配布をはじめとし、宿泊予約も可能な英語版ウェブサイト「Visit Kyotango」の

運営をしています。さらには、新たに台湾からの来訪者の促進を図るために繁体字版「Visit 

Kyotango」の制作にも取り掛かっています。また、海の京都 DMO 主催の「インバウンドロー

カルガイド養成講座」を実施し、インバウンド誘客を見据えたガイド育成を行っているとこ

ろです。 

交流人口の増加については、国際交流協会によるビーチクリーン活動や料理教室などの実

施により交流機会の提供を行っています。また、教育委員会では中学生の海外派遣事業を実

施するなど、自身の語学力やコミュニケーション能力に自信を持ち、国際的視野を広めるこ

とに繋がっています。 

他団体・他地域との連携協力については、市と国際交流協会との様々な連携をはじめとし、

京都府や京都府国際センター他、各団体との連携や協力による活動を展開しています。 

国際交流協会の機能充実については、国際交流協会への市からの補助金の交付等により継

続した支援を行っています。 
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■課題 

ニーズに応じた滞在期間に対応できる宿泊施設がなく、近年増加してきている移住希望の

外国人に対しての情報提供についても十分ではありません。また、本市に滞在してもらえる

機会を増やすため、多言語対応だけでなく、外国人観光客の文化的、宗教的背景を理解し、

安心して滞在できる取組が継続して必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 令和元年度「京丹後市多文化共生推進プラン評価検討会議」 

１ 日 時  令和元年８月 28 日（水）午前 10 時～ 

２ 場 所  京丹後市役所２階 201 会議室 

３ 内 容  「第２次京丹後市多文化共生推進プラン」の評価及び検討 

 

■ 令和２年度「京丹後市多文化共生推進プラン評価検討会議」 

１ 日 時  令和２年８月 17 日（月）午後２時～ 

２ 場 所  京丹後市役所２階 205 会議室 

３ 内 容  「第２次京丹後市多文化共生推進プラン」の評価及び検討 

 

■ 令和３年度「京丹後市多文化共生推進プラン評価検討会議」 

１ 日 時  令和３年８月３日（火）午前 10 時～ 

２ 場 所  京丹後市役所２階 201 会議室 

３ 内 容  「第２次京丹後市多文化共生推進プラン」の評価及び検討 

 

【多文化共生推進プラン評価検討会議での主な意見（抜粋）】 

・病院での電話通訳サービスで多言語対応が進められている。 

・地域の担い手として外国人が活躍するような位置づけが今後必要である。 

・アフターコロナに向けて、インバウンドだけでなく移住、定住、ワーケーションなど人

の働き方に合わせた視点を盛り込むことが必要である。 

・学校にスクールサポーターを配置し丁寧に支援されていることは評価できる。 

・オンラインの活用による交流人口増加の視点を取り入れた取組が必要である。 

・壁となっている言葉や習慣をどう理解し乗り越えて、地域に貢献してもらうための努力

を地域がする必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次プラン評価検討会議の実施状況

評 価 検 討 会 議 の 結 果 
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１ 人口減少と少子高齢化   

● 生産年齢人口が大幅に減少 

令和２年（2020 年）国勢調査の結果によると、本市の人口は 50,860 人となってい

ます。国立社会保障・人口問題研究所の人口推計では、2040 年には、高齢者人口（65

歳以上）が生産年齢人口（15～64 歳）より多くなると予想しています。 

また、2015年から 2045年までの 30年間で、本市の人口は全体で 41.4％減少し 32,255

人となり、0～14 歳の年代は 2015 年から 57％減少すると予想されており、人口減少が

加速していくことが見込まれます。今後は、防災、福祉、医療、子育てなど、経済活

動のみならず市民生活に関わる多様な分野で、地域社会を支える機能の低下が懸念さ

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所 

 

 

 

 

 

京丹後市の人口推移と推計人口 
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Ⅱ 京丹後市の現状 
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２ 約 600 人の外国人が生活  

● 外国人の増加と国籍数の増加 

本市の外国人市民数は、平成 29 年（2017 年）は 414 人でしたが、令和４年（2022

年）では 437 人と 23 人増加しています。また、平成 26 年（2014 年）から住民基本台

帳（＊１）に登録されていない米軍関係者（＊２）約 160 人も本市に居住しているこ

とから、市内で生活する外国人は、約 600 人となっています。 

なお、令和４年（2022 年）12 月時点では、「27 の国と地域」の出身の方が暮らして

います。平成 29 年（2017 年）の「17 か国」に比べて、国籍数が増加（多国籍化）し

ています。 

令和４年では、国籍別にみると「フィリピン籍」が一番多く、次いで「ベトナム籍」

となっており、全国的に増加傾向にある「ネパール籍」についても、本市でも増加し

ています。 

また、女性の割合が 72.9％と、男性数を大きく上回っています。  
 

 

 

 

 

 

 

 

国籍別外国人市民数の推移    （各年 12 月末時点） 
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韓国・朝鮮 中国 フィリピン アメリカ タイ インドネシア ベトナム ネパール カンボジア その他

*１ 住民基本台帳制度：日本に入国・在留する外国人が年々増加していることなどを背景に、市町村が日本人

と同様に、外国人住民に対し基礎的行政サービスを提供する基盤となる制度の必要性から、平成 24 年７月

９日から施行された。これにより、法改正前まで、住民基本台帳法と外国人登録法の２つの制度で把握し

ていた複数国籍世帯（外国人と日本人で構成する一つの世帯）について、より正確な世帯構成を把握する

ことが可能になるとともに、世帯全員が記載された住民票の写し等が発行できるようになった。 

*２ 米軍関係者：平成 26 年 10 月から、経ケ岬に「アメリカ陸軍第 94 防空ミサイル防衛隊コマンド第 14 ミサ

イル防衛中隊」が配置され、米陸軍人のほか、「TYP-2-レーダー」運用に係る軍属が市内に居住している。 
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国籍別外国人市民数       （令和４年１２月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊米軍関係者は除く 

 

● 働く若い世代を中心に増加  

 

外国人市民を男女別でみると、「70 歳以上」と「60 歳代」以外は、どの年代でも女

性が多く、年代別では、「20 歳代」が一番多く、次いで「30 歳代」と、若い世代が多

いことが分かります。また、平成 26 年（2014 年）では、「20 歳代」は 107 人でしたが、

令和４年（2022 年）では 130 人となり、若い世代が増えています。  

   

外国人市民の年齢       （令和４年１２月末時点） 
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●長期に日本で働くことができる人が増加 
在留資格別では、「永住者」が一番多く、次いで、「技能実習（１号～３号）」となっ

ています。また、平成 29 年（2017 年）は「技術・人文知識・国際業務」は８人でした

が、55 人に増加しています。  

さらに、令和元年（2019 年）から新しくできた在留資格の「特定技能」についても

増加しており、今後、日本で在留資格の「永住者」に変更ができる在留資格者が増加

しています。 

外国人市民の在留資格      （令和４年１２月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊米軍関係者は除く 

【在留資格一覧】  
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本市では、誰もが住みやすい「多文化共生のまちづくり」を推進する上での現状と課

題を把握するための基礎資料として、市民（外国人及び日本人）を対象に、本プランを

策定するためのアンケート調査を実施しました。調査の概要と結果は、以下のとおりで

す。 

 

１ 外国人市民アンケート  

(1) 外国人市民アンケート調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 外国人市民アンケート調査の結果 
各質問項目において「無回答者」を除外する場合があるため、アンケート結果の

人数は、回答者数と一致しないことがあります（例えば、Q１では、男女のいずれか

に回答した人は 155 人でしたが、性別に回答しなかった人が３人いたため、実際の

人数は、158 人でした）。 

今回は、国籍が多様化（多国籍化）したこともあり、「身分資格に基づく在留資格

（以下「身分資格者」という）」と「活動資格に基づく在留資格（以下「活動資格者」

という）」に区分し、分析を行いました。なお、在留資格対象外の米軍関係者につい

ては、在留資格の質問以外は、「活動資格者」に分類しています。  

 *15 ページ「在留資格一覧」をご参照ください  

 

① 国籍、在留資格が多様化している                     

今回のアンケート回答者は女性が多く、年代別では「20 歳代」が一番多く、次いで「30

歳代」となっています。また、「20 歳代」と「30 歳代」は活動資格者が多く、「40 歳代」

以降は身分資格者が多くなっています。  

国籍（出身国）では、「フィリピン」（36 人）と「ベトナム」（37 人）がほぼ同数で、「そ

の他」が「19 か国」（85 人）となっています。平成 29 年（2017 年）実施のアンケート回

答での国籍数「10 か国」に比べて、その数が増えている結果となりました。 

 

Q1 性別  

 

 

 

 

 

◆ 調査対象：536 人 

・令和 4 年 7 月 1 日時点で、住民基本台帳に登録されている 13 歳以上 

の外国籍市民 376 人（*特別永住者は除く）  

・米軍関係者 160 人 

◆ 調査期間：令和 4 年 8 月 3 日～令和 4 年 9 月 2 日 

◆ 調査方法：郵送配布・郵送回収による調査 

◆ 回答者数：158 人（29.4％） 

◆ 使用言語：日本語（「やさしい日本語」）・英語・中国語・タガログ語・ベトナム語 

◆ そ の 他：複数回答設問の集計は、当該設問に回答すべき人数を集計母数とし 

          て各選択肢の回答比率を求めているため、回答比率の合計が100.0％ 

          を超える場合がある。 

17

36

32

53

16

1

男(65人)

女(90人)

身分資格 活動資格 不明

Ⅲ アンケート調査結果からみる住民意識 
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Q2 年齢                             Q3 出身国  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4 住んでいる町  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q5 在留資格  

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィリピン

36人

ベトナム

37人

その他

85人

活動資格 

身分資格 

12

5

10

2

2

1

1

16

29

5

2

6

2

31

2

2

9

1

1

1

永住者(41人)

日本人の配偶者等(10人)

家族滞在(2人)

技術人文知識国際業務(16人)

教育(2人)

技能実習(34人)

技能（4人）

特定活動（3人）

特定技能(10人)

米軍関係(18人)

男 女 不明

1

3

13

18

14

3

1

1

47

25

9

1

2

19歳以下(2人)

20歳～29歳(50人)

30歳～39歳(38人)

40歳～49歳(29人)

50歳～59歳(15人)

60歳～69歳(3人)

70歳以上(1人)

身分資格 活動資格 不明

 

19

11

10

4

2

7

23

6

10

17

8

22

1

15

2

峰山町(43人)

大宮町(17人)

網野町(35人)

丹後町(23人)

弥栄町(10人)

久美浜町(29人)

身分資格 活動資格 不明
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② ほとんどの外国人市民が働いている                     

  仕事については、94.9％が「している」と回答しています。職種については、「金属加

工・製造」が一番多く、次いで、「宿泊・飲食」となり、どちらも活動資格者の多くが従

事していることが分かります。 

また、自動車の運転免許について、「持っている」方が多く、移動が自立していること

がうかがえます。「持っていない」と回答した活動資格者を在留資格別にみると、技能実

習、特定技能がほとんどです。 

 

Q6-1 仕事の有無           Q6-2 仕事の職種  

 

 

 

 

 

 

 

 
                    

Q7 車の免許の有無  

 

 

 

 

 

 

③ 「住みやすいまち」と感じている人が多い                 
日本での居住年数については、「10 年未満」では 78 人と活動資格者が多く、「10 年以

上」では 37 人と身分資格者が多くなっています。また、「5 年後も本市に住んでいるか」

という質問では、「住む」と回答したうちの 77.3％が身分資格者となっています。 

居住の状況について、活動資格者のほとんどが「仕事の仲間と住んでいる」又は「１

人で住んでいる」と回答しています。身分資格者では「日本人の家族と住んでいる」が

一番多くなっています。 

京丹後市の住みやすさを５段階（１：悪い→５：良い）で評価を求めた結果、全体的

に多いのは「３～５」の回答でした。市役所などの手続きや仕事の環境でも、「良い」と

いう回答が多くなっています。 

  
Q8 日本での居住年数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

41

11

29

58

17持っている(87人)

持ってない(69人)

身分資格 活動資格 不明

している（149人）

95%

していない（8人)

5%
16

7

7

3

2

2

33

14

6

8

6

1

18

1

4

12

金属加工・製造（49人）

宿泊・飲食（21人）

教育・行政（13人）

食品加工（12人）

介護（12人）

情報通信業（2人）

農業・漁業（1人）

米軍関係（30人）

身分資格 活動資格 不明

1

1

4

8

7

12

18

26

11

25

16

2

1

6

3

4

1

1

1

1年未満(33人)

1年～3年未満(15人)

3年～5年未満(29人)

5年～10年未満（28人)

10年～15年未満（10人)

15年～20年未満(14人)

20年以上(19人)

身分資格 活動資格 不明
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Q9-1 5 年後も京丹後市に住みたいですか            Q9-2 なぜですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 
Q10 居住の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Q11 京丹後市の住みやすさ（悪い：1 → 良い：5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Q12 母国への送金   

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 不明

悪い → 良い 

8

41

1

2

48

11

14

10

2

1

分からない(58人)

５年後も京丹後で暮らす(53人)

自分の国に帰る(15人)

日本の他の場所に行く(12人)

身分資格 活動資格 不明

32

2

7

1

8

2

1家族がいるから(34人)

仕事のため(10人)

京丹後市が好きだから(9人)

身分資格 活動資格 不明

26

26

46

23 3

送っている(72人)

送ってない(52人)

身分資格 活動資格 不明

1

37

2

12

1

60

2

19

3

2

1

1

仕事の仲間と住んでいる(61人)

日本人の家族と住んでいる(40人)

１人で住んでいる(22人)

同じ国の家族と住んでいる(15人)

その他(3人)

身分資格 活動資格 不明
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④ 日本語でコミュニケーションを図れる人が多い                     

  日本語のレベルについて、「自分の考えを話せる」「簡単な話ができる」が合わせて 100

人（69.4％）となっています。生活の中で日本語を使う頻度についても、「家族との会話」

以外は日本語を「よく使う」が多いことから、日本語でコミュニケーションを図れる方

が多い結果となりました。  

  また、日本語能力試験（JLPT）を受け自分のレベルを確認している人は 58 人で、その

うち、上級レベル（N1、N2）が 31 人（53.4％）と、日本語が堪能な外国人も多いことが

うかがえます。 

  

 

Q13 日本語のレベル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q14-1 日本語能力試験（JLPT）の受験状況         Q14-2 JLPT の合格レベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q15 生活の中で日本語を使う頻度（使わない：1 → よく使う：5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使わない → よく使う  
使わない → よく使う  

仕事や会社 家族との会話 近所の人との会話 買い物 市役所や銀行など

1 2 3 4 5 不明

使わない → よく使う 

33

16

4

21

28

26

9

1

1

5

自分の考えを話せる(55人)

簡単な話ができる(45人)

短い言葉を話せる(30人)

ほとんど話せない(14人)

身分資格 活動資格 不明

N1

12人

N2

19人

N3

11人

N4

5人

18

35

40

49 16

ある(58人)

ない(100人)

身分資格 活動資格 不明
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⑤ 情報収集にインターネットや SNS を活用                  

「知りたい情報」として最も多かったのは、「税金・お金のこと」が多く、次いで「健

康保険・医療福祉、介護」などお金に関する回答が多くありました。 

「よく使うメディア」では、「Facebook（フェイスブック）」や「LINE（ライン）」、

「Instagram（インスタグラム）」を活用している人が多く、情報入手先としても「イン

ターネットや SNS」を活用している結果となりました。また、特に活動資格者は、「テレ

ビをほとんど観ない」ということも分かりました。 

 

Q16 知りたい情報（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q17 よく使うメディア（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q18 情報の入手先  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27

19

8

27

3

2

66

39

27

3

4

2

1

1

1

1

Facebook(94人)

LINE(59人)

Instagram(35人)

テレビ(31人)

Twitter(7人)

WhatsApp(5人)

身分資格 活動資格 不明

34

32

21

19

11

15

56

46

45

32

26

4

2

1

1

1

税金・お金のこと(92人)

健康保険・医療福祉、介護(79人)

仕事のこと(67人)

地域の行事やイベントのこと(52人)

ゴミの出し方や生活のこと(37人)

子育て、教育(19人)

身分資格 活動資格 不明

21

21

12

30

12

53

27

36

14

17

1

1

1

インターネットやＳＮＳ(75人)

日本人の知っている人や友だち(49人)

同じ国の知り合いや友だち(48人)

家族・親戚(45人)

市役所からのお知らせ(29人)

身分資格 活動資格 不明
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⑥ 困りごとは「お金や言葉」、相談相手は「家族・親戚」           

  「どんな時に困ったと感じるか」については、「給料やお金について」という回答が一番

多く、次いで「日本の文化や言葉がわからないとき」となりました。  

「だれに相談するか」について、「家族・親戚」が一番多い回答でした。また、活動資格

者では、「職場の人に相談する」という回答が多くありました。  

「外国人として嫌な思いをしたことがあるか」については、「ある」と回答した人が「な

い」と回答した人より多く、内容としては「日本人から差別的な態度を受けた」が 49 人と、

一番多い結果となりました。  

 

Q19 困ったと感じていること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q20 困ったときに相談する人（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q21 外国人として嫌な思いをしたことがあるか  

 

 

 

 

 

 

 

（どんなことですか） 

 

 

 

 

 

 

 

 

21

20

28

23

13

8

8

46

38

30

31

21

15

10

1

1

1

1

給料やお金が少ないとき(67人)

日本の文化や言葉がわからないとき(59人)

自分の言いたいことが伝わらないとき(58人)

けがや病気になったとき(55人)

いろいろな情報を知らないとき(35人)

困ったことはない(23人)

地震や大雨、台風のとき(19人)

身分資格 活動資格 不明

41

18

5

13

3

7

35

33

36

16

9

3

1

1

1

1

家族・親戚(77人)

同じ国の友だちや知り合い(51人)

職場の人(42人)

日本人の友だちや知り合い(30人)

国際交流協会(12人)

市役所の相談窓口(11人)

身分資格 活動資格 不明

29

22

47

39

5

7

ある(81人)

ない(68人)

身分資格 活動資格 不明

18

6

5

7

30

7

10

8

1日本人から差別的な態度をされた(49人)

自分が働きたいと思う仕事ができない(13人)

いろいろな手続きのときに(15人)

在留資格などの法律のことで(15人)

身分資格 活動資格 不明
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⑦ 97％の人が日本人との交流を望んでいる                  

「日本人と交流したい」という人が 97.4％と、ほとんどの外国人市民が交流を望んで

いることがわかりました。  

交流したい内容については、「日本語や日本文化、習慣を勉強したい」が一番多い回答

でした。 

 

Q22 地域の日本人と交流がしたいですか  Q23 交流したい内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 災害時の避難場所や国際交流協会の認知は半数以下             

「健康診断を受けているか」という質問では、「会社の健康診断を受けている」「市の健

康診断を受けている」と回答した人が多い結果となりました。  

また、「災害時に避難する場所について知っていますか」という質問では、「知ってい

る」と「知らない」が同数でしたが、活動資格者では、知らない人が多い結果となりま

した。 

国際交流協会についての認知度は、「知らない」が多く、特に活動資格者の認知が低い

結果となりました。  

 

Q24 健康診断の受診状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q25 避難所の認知  

 

 

 

 

 

 

 

Q26 国際交流協会の認知  

 

 

 

したい（151人）

97%

したくない（4人）

3%
33

18

8

8

8

59

31

39

21

24

12

10

7

11

5

日本語や日本文化、習慣を勉強したい(104人）

地域の行事に参加したい(59人)

ボランティア活動を一緒にしたい(54人)

スポーツや同好会などの趣味の活動をしたい(40人)

自分の国の文化や言葉を日本人に教えたい(37人)

身分資格 活動資格 不明

21

18

6

6

65

6

9

5

2

1

会社の健康診断をうけている(88人)

市の健康診断を受けている(25人)

受けていない(15人)

病気で病院へ通っている(11人)

身分資格 活動資格 不明

39

13

32

54

7

11

知っている(78人)

知らない(78人)

身分資格 活動資格 不明

34

18

32

54

3

15

知っている(69人)

知らない(87人)

身分資格 活動資格 不明
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⑨ 「外国人市民もまちづくりに参加しやすく」と希望             

「京丹後市はこれからどのような取組に力を入れるべきか」については、「外国人がま

ちづくりに参加しやすくする」が多く、次いで「日本語や日本の文化を勉強できる機会

を増やす」「市からのお知らせを多言語にする」といった回答も多くありました。  

 

Q27 京丹後市に期待する取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18

14

15

20

15

16

2

41

36

36

27

21

10

6

7

9

4

3

2

2

2

外国人がまちづくりに参加しやすくする(66人)

日本語や日本の文化を勉強できる機会を増やす(59人)

市からのお知らせを多言語にする(55人)

働けるところを増やす(50人)

災害時に外国語での情報を出して欲しい(38人)

子育てや子どものサポートを増やす(28人)

その他(10人)

身分資格 活動資格 不明
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２ 日本人市民アンケート  

(1) 日本人市民アンケート調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 日本人市民アンケート調査の結果 

① 基本情報（回答者の半数が 60 歳以上）                  

今回は調査対象年齢を「13 歳以上から」に引き下げましたが、回答者の性別、年齢、

住所については、前回とほぼ同じ結果となり、「60 歳以上」の回答者が全体の 51.4％で

した。なお、Web 回答については、84％が「60 歳未満」となりました。  

 

Q1-1 性別          Q1-2 年代           

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2 あなたは、日本語以外の言語で日常会話 

Q1-3 住所                  （コミュニケーションを図る）ができますか 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 調査対象：市民（3,200 人） 

市内在住の 13 歳以上（令和 4 年 7 月 1 日時点）の市民 

◆ 調査期間：令和 4 年 7 月 28 日～令和 4 年 9 月 2 日 

◆ 調査方法：郵送配布・郵送回収及び Web 回答 

◆ 回答者数：1,262 人（39.4％）郵送：1,038 人 Web：224 人 

◆  そ の 他：複数回答設問の集計は、当該設問に回答すべき人数を集計母数とし 

     て各選択肢の回答比率を求めているため、回答比率の合計が100.0％ 

     を超える場合がある。 

日本語しか話せない

93%

英語で日常会話をすること

ができる

5%

その他

1%
回答なし

1%峰山町

20%

大宮町

19%

網野町

22%

丹後町

8%

弥栄町

9%

久美浜町

18%

回答なし

4%

男

41%

女

51%

回答な

し

8%

19歳以

下

6%

20歳～

29歳

6%

30歳～

39歳

7%

40歳～49歳

10%

50歳～

59歳

18%

60歳～

69歳

20%

70歳以

上

32%

回答なし

1%

28 20 26

56

110
125

144

4

42 49
64 72

107

102

199

74 1 2 2
13

24

55

6

男 女 無回答
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② 言葉のちがいが依然と壁に                        

外国人との関わりについては、51.2％の方が「ある」と回答されました。 

年代別にみると、10 代から 60 代までの半数以上が「関わったことがある」と回答して

おり、年代が下がるごとにその割合が増えていることからも世代が若くなるにつれ、関

わりが増加していることが分かります。 

関わりがある場面についても、「職場や仕事の関係で」が一番多く、次いで「学校の関

係で」となっています。今回初めて追加した「親族に外国人がいる」という項目では、

43 人の回答がありました  

「外国人との関わりで困ったり戸惑ったりしたこと」については、「ない」が多い回答

でした。また、「外国人との関わりでの壁」については、75％が「ある」と回答しており、

その内容としては「言葉のちがい」が一番多い結果となりました。  

 

Q3-1 外国人と関わったことがありますか   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q3-2 関わりのある場面                     Q3-3 関わる際の言語  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4 外国人の関わりで困ったり、        Q5-1 外国人と関わるにあたり 

戸惑ったりしたことはありますか          壁があると思いますか  

 

 

 

 

 

 

 

 
ある

75%

ない

22%

回答なし

3%

ある

23%

ない

72%

回答なし

5%

日本語

69%

英語

28%

中国語

0.6%

その他

0.4% 回答なし

2%

116

52

42

30

35

23

20

9

21

144

84

71

41

35

27

23

11

36

職場や仕事の関係で（260人）

学校の関係で（136人）

直接関わっていないが

見かけることがある（113人）

近所付き合いで（71人）

友達付き合いで（70人）

地域の活動で（50人）

親族に外国人がいる(43人）

外国人への支援活動などで（20人）

その他（57人）

男 女

59

47

62

86

135

133

116

14

23

29

44

92

115

268

1

1

3

3

14

1 0代（74人）

2 0代（70人）

3 0代（92人）

4 0代（130人）

5 0代（230人）

6 0代（251人）

7 0代（398人）

ある ない 回答なし
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Q5-2 どんなことが壁だと感じますか  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 社会の多様性や労働力への影響に関心                    

外国人が増えることによる影響として、「社会に多様性が生まれる」「人口や労働力が

増える」という回答が合わせて 1,315 人（50.8％）と多くありました。  

外国人に関する６項目の質問については、「外国人の背景を理解する方がよい」では、

「そう思う」「どちらかといえばそう思う」という回答が 80％となり、「行政は日本語や

文化を学べるよう支援する方がよい」では「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と

いう回答が 86％という結果でした。 

 

 

Q6 地域や職場などに外国人が増えることで、地域社会にどのような影響があると思いますか

（複数回答）  

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q7 あなたは、日本に住む外国人に関する次の意見についてどう思いますか。 

 

（１）日本人は、外国の言語や文化を学び    （２）日本社会は、外国人に日本の習慣や 

外国人の背景を理解する方がよい        しきたりを押し付けない方がよい  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そう思う

31%

どちらかといえばそ

う思う

41％

どちらかとい

えばそう思わ

ない

18%

そう思わない

6%

回答なし

4%

そう思う

36%

どちらかといえば

そう思う

44%

どちらかとい

えばそう思わ

ない

10%

そう思わない

5%

回答なし

5%

798

517

348

315

224

154

137

82

10

社会に多様性が生まれる（798人）

人口や労働力が増える（517人）

トラブルが増える（348人）

地域経済が活性化する（315人）

治安が悪くなる（224人）

交通事故が増える（154人）

日本固有の文化が変容する（137人）

影響はない（82人）

その他（10人）

794

415

278

87

37

45

言葉のちがい（794人）

文化・生活習慣のちがい（415人）

ものの考え方・価値観のちがい（278人）

宗教のちがい（87人）

肌の色や服装などのちがい（37人）

在留資格などの制度（45人）
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（３）行政は、外国人が日本の言語や文     （４）外国人は、日本の言語や文化を身に 

化を学べるよう支援する方がよい        つけるために努力した方がよい  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）外国人は、地域の活動に積極的      （６）外国人は、日本社会になじむよう 

に参加する方がよい              日本の習慣やルールを学ぶ方がよい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 外国の文化風習を学びたい人が多い                        

外国人と交流したい内容については、「外国人から出身国の文化や風習を学びたい」「外

国人に日本の文化や風習を紹介したい」と相互の文化交流を望む意見が多くありました。 

世代別にみると、20 代から 50 代で一番多い回答が「語学を学んだり子どもに学ばせた

い」となりました。 

 

Q8 今後、地域の外国人とどのような交流をしたいと思いますか（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そう思う

48%
どちらかとい

えばそう思う

38%

どちらかとい

えばそう思わ

ない

6%

そう思わない

4%

回答なし

4%

そう思う

19%

どちらかといえば

そう思う

48%

どちらかとい

えばそう思わ

ない

21%

そう思わない

7%

回答なし

5%

そう思う

22%

どちらかといえばそう

思う

50%

どちらかといえば

そう思わない

20%

そう思わない

7.6%

回答なし

0.4%

そう思う

19%

どちらかといえばそう

思う

48%

どちらかとい

えばそう思わ

ない

21%

そう思わない

7%

回答なし

5%

556

450

428

388

219

185

151

80

19

外国人から出身国（地域）の文化や風習を学びたい

（556人）

外国人に日本の文化や風習を紹介したい

（450人）

語学を学んだり、子どもに学ばせたりしたい

（428人）

一緒に地域のイベントや祭りに参加したい

（388人）

友だち付き合いをしたい

（219人）

交流したいとは思わない

（185人）

一緒にボランティア活動をしたい

（151人）

家庭の事や子育てについて相談や情報交換をしたい

（80人）

その他

（19人）
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⑤ 少しずつ理解が広がる「多文化共生」                        

「多文化共生」について「聞いたことがなかった」は、前回調査では、49％でしたが、

今回は 45%と減少し、「意味もなんとなく分かっていた」「意味も正確に知っていた」が

31％（395 人）で、前回の 22％（263 人）よりも増加しました。 

年代別では、「13 歳～29 歳」は他の年代より多文化共生について理解がある結果とな

り、若い世代に浸透していることが分かります。 
 

Q9 「多文化共生」について、聞いたことがありましたか   ≪参考≫平成 29 年のグラフ    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45

35

57

66

100

125

140

5

31

12

32

39

73

105

153

4

34

44

64

76

112

111

117

3

8

8

5

13

22

41

54

6

14

11

21

16

34

31

30

35

53

59

43

69

6

7

10

3

12

38

36

94

1

4

5

6

15

9

11

37

84

87

180

7

1 0代

2 0代

3 0代

4 0代

5 0代

6 0代

7 0代

回答なし

外国の文化や風習を学びたい 日本の文化を紹介したい 語学を学んだり子どもに学ばせたい

一緒にボランティア活動をしてみたい 家庭や子育ての情報交換をしたい 友だち付き合いをしたい

交流したいとは思わない その他 無回答

聞いたことがなかった

（594人）

49%

聞いたことは

あったが、意味

はよくわかって

いなかった（253

人) 21%

聞いたことがあ

り、意味もなん

となくわかって

いた（230人）

19%

聞いたことがあ

り意味も正確に

知っていた（33

人）

3%

回答なし（90人）

8%

9

7

12

26

50

77

9

41

62

19

62

82

13歳～29歳

30歳～59歳

60歳以上

聞いたことがあり、意味も正確に知っていた 聞いたことがあり、意味も何となくわかっていた

聞いたことはあったが、意味はよくわかっていなかった 聞いたことがなかった

聞いたこと

がなかった

（560人）

45%

聞いたことはあったが、意味はよ

くわかっていなかった（266人）

21%

聞いたことがあ

り意味もなんと

なくわかってい

た（328人）

26%

聞いたことがあり、

意味も正確に知って

いた（67人）

5%

回答なし（41人）

3%
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⑥ 「地域活動に参加しやすい環境を整える」声が増加                     

本市が「今後、どのような取組に力を入れたらよいか」という質問に対して、「外国人

が相談しやすい環境を整える」が前回調査と同様に一番多い回答となりました。また、「外

国人が働く場を増やしたり、働きやすくしたりする」という回答が前回調査より増加し

ています。 

また、外国人と相互理解を深めるための機会については、「地域での交流や活動の機会」

が一番多い回答となりました。  

なお、国際交流協会の認知度は、前回調査の「23%」から「24％」と微増しました（第

１次プラン策定時「18％」）。 

 

Q10 今後、どのような取組に力をいれたらよいと思いますか (複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q11 外国人市民と相互理解を深めるためにどのような機会があればいいと思いますか  

 

 

 

 

 

 

 

 

Q12 あなたは「京丹後市国際交流協会」を知っていますか  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

754

640

577

444

418

402

217

83

9

外国人が色々な相談をしやすい環境を整える（754人）

外国人が地域活動に参加しやすい環境を整える（640人）

外国人が働く場を増やしたり、働きやすくしたりする（577人）

日本人と外国人の交流の場を設ける（444人）

いろいろな情報を外国語にする（418人）

様々な国の人や文化、習慣の違いについて理解を深める（402人）

外国人観光客を増やす（217人）

特に力を入れるべき取り組みはない（83人）

その他（9人）

知っている

24%

知らない

75%

回答なし

1%

656

559

465

321

10

98

地域での交流や活動の機会（656人）

異文化を体験する機会（559人）

外国語を学習する機会（465人）

スポーツを通じた活動の機会（321人）

その他（10人）

回答なし（98人）

172

170

135

122

92

83

外国人との交流会や外国の料理教室の開催（172人）

国際理解の啓発の講演会や演奏会の開催（170人）

外国人への日本語教室の開催（135人）

英語・中国語講座の開催（122人）

多文化共生を推進する事業（92人）

外国人のための相談窓口（83人）
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雇用に関する事業所の現状と今後の雇用意向を把握することにより、在留資格をはじめ

とした外国人市民の今後の増減予測等につなげるため、京丹後市地域雇用促進協議会加盟

の市内事業者（113 事業所）を対象に「事業所アンケート調査」を実施しました。調査の

概要と結果は、以下のとおりです。 

(1) 事業所アンケート調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 事業所アンケート調査の結果 

① 基本情報（回答事業所の６割超が「製造業（食料品以外）」の業種）       

事業所アンケート調査の回答事業所は、「製造業（食料品以外）」が 63％（17 社）、「医

療・福祉」が 11％（３社）、「建設業」が 8％（２社）、「卸・小売業」、「その他」がそれ

ぞれ７％（２社）、「食料品製造業」が４％（１社）と、「製造業（食料品以外）」が６割

を占めています。 

 

（1） 業種          （2） 従業員数        （3） 所在地 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q1 あなたの事業所では、これまでに外国人が就労したことがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 調査対象：京丹後市地域雇用促進協議会加盟の市内事業者（113 事業所） 

◆ 調査期間：令和 4 年 7 月 29 日から令和 4 年 9 月 2 日 

◆ 調査方法：メールアンケート又は WEB アンケート 

◆ 回答者数：27 事業所（23.8％） 

◆ そ の 他：事業所の調査結果については雇用経験のある事業所のサンプルが少 

なく分析の際に留意が必要であるため、回答内容の分析と傾向のみ 

を掲載した。（32ページから33ページ） 

Ⅳ 外国人雇用に関する事業所調査 

建設業

8%

製造業（食料品以

外）

63%

食料品製造

業

4%

卸・小売業

7%

医療・福祉

11%

その他

7%

5人以上10人未満

4%

10人以上

20人未満

18%

20人以上

30人未満

4%30人以上

50人未満

26%

50人以上

100人未

満

15%

100人以上

33%
峰山町

41%

大宮町

26%

網野町

4%

丹後町

11%

弥栄町

11%

久美浜

町

7%

現在、就労し

ている

22%

以前、就労し

ていたが、現

在は就労して

いない

9%

就労したことがない

69%
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福利厚生につ

いて 

 
外国人の雇用

について  

外国人労働者の９割がアジア圏から 
「現在も就業している」は「製造業」、「食品製造業」、「卸・

小売業」に集中し、「建設業」、「医療・福祉」の業種では過

去も含めて就業歴がありませんでした。 

「現在、雇用している」と回答した事業所のうち、雇用し

ている外国人の国籍は、最多は「ベトナム」で全体の約半数、

次いで「フィリピン」、「中国」と、アジア圏が全体の９割以

上を占めています。  

外国人雇用に関する事業所調査における回答内容の分析と傾向 

 雇用の状況に

ついて 

 

「勤務日数が週５日以上」が８割超 

外国人労働者の勤務日数は「週５日以上」が最も多く８割

超を占め、次いで「週３日未満」でした。勤務時間について

は「８時間以上」が最も多く（57％）、次いで「４時間以上

８時間未満」（43％）との回答でした。 

賃金に関する質問で最も多い回答は、「月額」では「20 万円

以上」、「日給」では「7,200 円以上１万円未満」、「時給」では

「900 円以上 1,000 円未満」でした。 

 

採用と配置に

ついて 

採用理由の最多が「日本人が採用できないため」 

雇用理由の最多は、「日本人が採用できないから（又は「人

手が足りないため」）」、次いで「能力・人物本位で採用した

結果」と、人手不足により外国人労働者を雇用している事業

所が半数に達しています。 

配置を決める際の決め手としては、「日本語能力」が約半

数、次いで「これまでの職務経験」、「学歴」と、日本での就

労には日本語能力又は職務経験が必要と考えている事業所

が約９割に達しています。「危険な作業を伴う場合、意思疎

通が図れないことは危険」という声もありました。  

 

「地域住民との交流」、「日本語学習」の実施状況は低い 

事業所が実施している福利厚生の内容の最多は「定期健康

診断の受診」、次いで「住居の提供」、「通勤・交通手当」、「社

内行事への参加」、「保険・医療制度およびその手続き支援」

と続き、就業環境に直結する内容が７割超となっています。

大きな偏りなく幅広く実施されているものの、「地域住民と

の交流の場」（３％）、「日本語学習の実施」（５％）、「食事の

提供・食費補助」（５％）等、就業環境に直結しない内容の

ものは比較的低い数字となっています。  

福利厚生に 

ついて 
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雇用しているすべての事業所が「ほぼ満足」「満足」 

回答した事業所すべてが、外国人を雇ったことについて

「満足している」、「ほぼ満足している」と回答しています。

今後の外国人雇用についても、回答した事業所すべてが「現

状維持」又は「増員したい」と回答しています。その他、「職

場が明るくなった」「指示した事は忠実にしてくれる」「真面

目」といった意見もありました。 

採用満足度と

今後の採用意

欲について 

 

雇用しない理由の４割が「社内受入体制の不十分さ」 

人手不足の実感が「ある」と回答した事業所が８割、「な

い」が２割でした。その中でも、「人手不足を感じているも

のの、外国人労働者の雇用を考えていない事業所」は８割超

に達しています。雇う予定がない理由として、約４割の事業

所が「社内の受入体制が整っていない」と回答。次いで「短

期間で帰国してしまう」、「文化・習慣の違いによるトラブル

が心配」でした。他にも、「相談窓口がどこか分からない」、

「受入体制整備などハードルが高い」、「定着いただけるのか

不安」等の声がありました。 

現在外国人労

働者を雇用し

ていない事業

所の意識につ

いて  

 

 

能力評価は「上長が個別に評価」が６割 

雇用外国人の能力評価と処遇について、「職場で上長が個

別に評価」が６割と最も多く、次いで「能力（資格や学歴な

ど）で評価」、「業績や成績で評価」となっています。  

能力評価と処遇

について  

 

相談の３割が「生活習慣（ゴミ出しなど）」の困りごと 

「困りごとの相談を受けたことがある」と答えた事業所は

約７割。「ある」と答えた事業所のうち、相談内容の最多（３

割）は「生活習慣（ゴミ出しなど）」、次いで「住居」、「行政

手続き」でした。その他、「日本語の伝わり方の違いによって

生じた問題等の相談対応に苦慮した」との声がありました。 

日本での生活

について  

 

「外国人雇用の受入れ支援等」を望む事業所が７割超 

「支援が必要であると思う」が７割超、「思わない」が２割

でした。求める支援内容については、「受け入れ手続き等の講

習会」、「採用実績のある企業からの声を聞く機会」、「日本語

教育や文化教育などの場」、「居住場所の確保」、「地域の理解」

のほか、「行政の支えが必要」等の回答がありました。 

行政等への意

見や今後の対

応について  
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１市の現状と住民意識から見える課題 

 

（１）幅広い世代での「多文化共生」の交流を 

若い世代は外国人との関わりが多く、多文化共生の考えも浸透してきている一方で、「外国

人と関わりが少ない」と回答した割合が多い 60 歳代以上への意識啓発が課題となっています。 

また、前回の日本人アンケートよりも「外国人と交流したい」という回答が増加し、外国

人アンケートでも「日本人との交流を望む」という意見が多いことから、幅広い世代との交

流の機会が必要となっています。  

 

（２）地域とのつながりを深め災害時の備えを 

近年では、短期・中期滞在の外国人市民やインバウンドによる外国人観光客も増加してお

り、地域との関わりが少なく、日本特有の災害についての知識や避難場所を知らない状態で

地域に滞在している外国人が多くいます。また、比較的若い世代が多いことから、外国人住

民を「要配慮者」ではなく「共助の担い手」として捉える視点も必要です。  

今後は、いつ起こるかわからない災害に対し、日ごろから地域や関係機関などと連携した

地域ぐるみでの備えが必要となっています。  

 

（３）翻訳アプリの活用等で働きやすく暮らしやすい地域に 

本市の人口が減少する中、企業・事業者では「人手不足を感じている」という意見があり

ました。外国人の雇用については、「京都労働局における「外国人雇用状況」の届出状況（令

和 4 年 10 月末現在）」によると、峰山公共職業安定所管内で、85 の事業所が外国人を雇用し

ています。一方で、外国人を雇用するにあたり、「社内での受入れ体制の不十分さ」や「受入

れに際しての不安」の声も多くありました。  

今後は、外国人市民も働きやすくなるための企業へのサポートだけでなく、誰もが活躍で

き暮らしやすくするために、文化や言葉のちがいを乗り越えることが必要となっています。  

近年では、有効な翻訳アプリも多くありその精度も高くなっている一方で、そういっ

た便利なツールについての知識が広まっておらず十分に活用されていない状況もみられ

ます。外国語の通訳翻訳人材の育成と合わせ、外国語を話せなくても、翻訳アプリ等を

活用して外国人とコミュニケーションをとることができる日本人市民を増やしていくこ

とが必要となっています。  

Ⅴ 課題と今後の展望 
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２ 多文化共生推進に向けた今後の展望  

 

（１）SNS 等の活用で京丹後の魅力を世界へ ～知ってもらう～ 

SNS が世界的に情報を得るツールとして使われ、今では世界のどこにいても、SNS で繋

がることができる時代になりました。国籍や在留資格に関わらず、外国人市民が本市で

過ごしている様子を、それぞれの言語で Tik Tok や Instagram に多くアップロードされ、

世界中に発信されています。（＃Kyotango ） 

また、京丹後市を訪れようとする外国人や今後京丹後市で暮らそうとしている外国人

も SNS から情報を得ています。 

近年では、京丹後市へ移住したり、移住を希望したりしている外国人も徐々に増えて

います。そのため、本市では、様々な移住施策を実施しており、仕事や住居だけでなく、

地域とのつながり方についてもサポートしています。 

日本で暮らす外国人を在留資格別でみると、「永住者」が一番多く、また、今後「永住

者」に変更しやすい「技術・人文知識・国際業務」資格者なども増加しており、日本で

暮らす外国人が多様な働き方や暮らし方をするケースが増えてくることが見込まれます。 

今や日本全国では、「移住者の取り合い」といった状況になりつつありますが、外国人

市民や外国人観光客などの情報発信力を活用し、本市について知っている外国人の増加

が期待できます。 

 

（２）多様な滞在方法で交流・関係人口の増加を ～来てもらう～ 

本市は豊富な観光資源に恵まれています。また、旅館やホテル、民宿など約 180 の多

様な宿泊施設が存在しています。年々増加傾向にあった外国人観光客数は、コロナ禍に

より一旦は減少しましたが、インバウンド観光の再開により、今後は増加が見込まれま

す。 

また、コロナ禍やデジタル社会の到来を契機に、働き方なども大きく変わり、居住地

と職場が「＝（イコール）」ではなくなりつつあります。 

こういった状況の中で、本市での中長期の滞在を希望する人も増えつつあり、滞在方

法の選択肢を多様化させていくことなどにより、交流・関係人口の増加が期待できます。 

 

（３）人のつながりを広げ、“地域愛”を育む ～住んでもらう～ 

人とのつながりが生まれづらい社会状況の中、つながりは安心、発想、活力の源です。

様々な国籍や価値観を持った市民が、日ごろからあいさつなどを通じて、お互いの顔が

見える関係を築けるような「出会う機会」を増やしていくことが大切です。共に認め合

い、助け合い、活かしあいながら地域で暮らしていくことで、「京丹後市に住んで良かっ

た」「これからも暮らしていきたい」という“地域愛”が育まれていくことが期待できま

す。 


